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はじめに 

 本稿では、日本企業のグローバル化や、日本社会の少子高齢化に伴う高度人材の確保の必要性など

を背景として、近年増加している外国人留学生（以下 留学生）の日本企業への就職後の適応につい

て探究する。「人は組織にどのように適応していくのか」という問いに対して多角的な視点から探究す

る研究は、「組織社会化」（organizational socialization）と呼ばれ、多くの研究蓄積がある。元外

国人留学生（以下 元留学生）の日本企業での組織社会化は、組織への適応とともに、学生から社会

人への役割や立場の変化に伴う日本社会での文化的・社会的適応、つまり社会人としての異文化適応

も同時に期待されているため、「職場における文化的マイノリティとしての組織社会化」と位置づけら

れる。組織社会化も異文化適応も、「社会化」の一つと捉えることができるが、社会化主体の社会化の

プロセスにおいて、「意味ある他者」（significant others）との相互作用が必要不可欠であることが

先行研究によって示唆されている。島田・中原（2014）では、組織社会化研究においてその重要性が

実証されている上司と新規参入者間の社会的相互作用に注目し、元留学生社員が最初に配属された職
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場の日本人上司による支援をどのように認識し、その認識が組織社会化にどう影響しているのか、定

量調査に基づき検証した。本稿では、島田・中原（2014）を適宜参照・引用しながら、日本人上司に

よる支援と元留学生の組織社会化との関係について探究した筆者の実証研究を紹介する。 

 

1. 研究背景 

1-1. 日本企業のグローバル化と留学生の採用 

 グローバルな経済活動が加速する中、企業が競争優位性を確保するためには、多様な人材の活用（ダ

イバーシティ）による世界規模での価値創造（イノベーション）が重要であるとの認識が高まるとと

もに、競争優位を実現するための経営戦略や人的資源管理など多様な側面からの最適化が議論されて

いる（Bartlet and Ghoshal 1989、 Doz, Santos and Williamson 2001）。このような状況において、

有能な人材をいかに獲得し定着させるかという高度人材の獲得競争は世界的に激化し、各国は戦略的

に外国籍高度人材や留学生の受入れを強化している（経済同友会 2012）。日本企業のグローバル化の

段階や特性は、業界や企業によって差があるものの、海外進出した企業は 23,351 社にのぼり（経済産

業省 2014）、アジア新興国市場（中国、ASEAN、インド）の開拓や海外事業の拡大が行われている。日

本の留学生の多くは、日本語能力が高く、日本の文化・習慣に対する一定の理解もあるため、日本社

会の少子高齢化の問題もあり、国籍にこだわることなく採用することで、人材を確保できると考えら

れている（富士通総研 2014）。経済同友会（2012）が会員所属企業 818 社を対象に行った調査では、

直近 1 年間に日本の大学や大学院を卒業・修了した留学生を採用した企業は全体の 45.7％、採用活動

を行ったが採用に至らなかったという企業は全体の 31％で、全体の 8 割近い企業が留学生の採用活動

を行っていることがわかる。 

 しかし一方で、留学生の 6 割以上が日本での就職を希望しているにもかかわらず、実際に就職でき

た学生は 2 割程度という報告（日本学生支援機構 2014a、 2014b）もあり、留学生の採用・活用・定

着には課題が多い。確かに、日本の就職活動の独自性が強く留学生は日本人学生に比べて出遅れてし

まうこと（富士通総研 2014）や、入国管理法で決められた就労可能な在留資格の許可を得る必要があ

ること（永井 2013、 佐藤 2014）など、制度面の要因も大きいが、採用段階の企業と留学生の意識の

差に注目することも重要だ。『日本企業における留学生の就労に関する調査』（労働政策研究・研修機

構 2009）では、63.5%の企業が留学生の採用理由として「国籍に関係なく優秀な人材を確保するため」

を挙げ、「外国人ならではの技能・発想を採り入れるため」を採用理由に挙げる企業は少数（9.4%）で、

「外国人特性」を採用段階において特に重視しているわけではないことがわかる。 

 つまり、日本企業の留学生採用は、必ずしもグローバルな競争優位性を確保するための経営戦略や

人的資源管理の視点から行われているわけではない。横須賀（2007）が、行った企業と留学生の人材

ニーズに対する意識比較のための質問紙調査では、企業は日本語力に優れ日本人と協調できる「日本
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人性」の高い人材を求めているのに対し、留学生はそればかりではなく「日本人と異なるメンタリテ

ィー」や「日本人にない発想」など「外国人性」も認めてほしいと望んでいるという。企業と留学生

では、採用段階から双方の「外国人であること」についての意味づけが異なるのである。 

 

1-2. 留学生が入社後配属される日本企業の職場環境 

 では、留学生を入社後受け入れる日本企業の職場環境は、どのような環境なのだろう。1990 年代初

頭のバブル崩壊をきっかけに、多くの日本企業は経営システムの変革を迫られ（橘川・久保 2010、  上

林 2013）、それに伴って職場環境も大きく変化してきた。「職場」は、定義が難しい概念であるが、本

稿における「職場」とは、中原（2010）の「責任・目標・方針を共有し、仕事を達成する中で実質的

な相互作用を行っている課・部・支店などの集団」と定義する。 

 中原（2012）は、日本国内の職場は、人件費が削減され一人当たりの仕事の負荷が大きくなり現場

での新入社員の育成に手が回らず、具体的には、中高年正社員の削減、新卒採用の大幅削減、低コス

トの非正規社員の雇用増加、教育投資の削減、成果主義の運用などによって、新入社員や若手社員の

能力形成を支えていた職場の人的ネットワークが失われているという。また、社内のコミュニケーシ

ョンに「課題がある」と考えている日本企業は 7 割を超えるという調査結果もある（NHK 2012）。この

調査は、「社内のコミュニケーションの現状や課題、取組について」の調査で、東証 1 部上場企業 121

社の人事担当者が回答したもので、新入社員に求める能力としては「的確に説明・報告する能力」（90%）

が挙げられている。組織内の構成メンバーは、コミュニケーションによって物事に対する共通理解を

深めることができる（末田・福田 2003、山本 2011）ため、このような職場の状況は、元留学生新卒

社員のみならず新卒社員全体の組織適応にも決していい影響をもたらさないだろう。 

 もともと、日本の職場におけるコミュニケーションは、察しや配慮、阿吽の呼吸、空気を読む、一

を聞いて十を知るなど、言葉の意味を理解する際、背後にある文脈への依存度が高い高コンテクスト・

コミュニケーションである（Hall 1976）。古家（2011）は、Shaules and Abe（1997）のコミュニケー

ション・スタイルの違いを特徴づける三つの要素、directness（直接性）、use of silence（沈黙の使

い方）、cognitive styles（認知の仕方）をふまえ、「日本的コミュニケーション・スタイルとは、間

接的であることを好み、言葉そのものの意味よりもその意図の解釈を相手の判断に委ねたり、断定的

でない認知の仕方にもとづくコミュニケーションということになるだろう」という。日本語母語話者

ではない元留学生社員が、このような日本的コミュニケーション・スタイルと、上述の新入社員に期

待されている「的確に説明・報告する能力」を兼ね備え、業務を遂行し成長していくことは、容易な

ことではないだろう。 

 また、先に挙げた『日本企業における留学生の就労に関する調査』（労働政策研究・研修機構 2009）

の対象企業で働く元留学生を対象とした調査では、現在の仕事に対して 86.7％が「満足している」「ど
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ちらかと言えば満足している」と回答しているが、「あなた自身の経験から、今後、日本企業で留学生

が定着・活躍していくために日本企業が取り組んでいくべきこと」についての質問に対しては、「日本

人社員の異文化への理解度を高める」が 64.9％で最も高く、日本人社員の異文化への理解や配慮が不

足していると感じていることがわかる。 

 以上のことから、日本企業に就職した留学生は、次のような環境で初期キャリアを開始することに

なるといえよう。まず、日本企業の留学生採用は、グローバルな競争優位性を確保するための経営戦

略や人的資源管理の視点から行われているわけでは必ずしもない。そして、留学生は、日本語力に優

れ日本人との協調ができる「日本人性」の高い人材として採用されたのちに、新入社員育成を現場で

担うための余裕や人的ネットワークが失われた職場に配属される。配属された職場では、察しや配慮

などの高コンテクストなコミュニケーションが期待されるが、日本人社員の多くも、社内コミュニケ

ーションに問題があると感じている。また、職場は、文化背景の異なる外国人とのコミュニケーショ

ンに不慣れな日本人社員が多く、異文化への理解や配慮が十分とはいい難い。多くの企業が、外国籍

人材のモチベーションアップや定着率の向上、コミュニケーション上の課題に苦慮している現状があ

るが（厚生労働省 2014） 、日本企業の職場環境や日本人社員とのコミュニケーションの現状を視野

に入れ、留学生の就職後の組織への適応・定着・成長について実証的に分析した研究は少ない。 

 

2. 先行研究 

2-1. 組織社会化 

 「人は組織にどのように適応していくのか」という問いに対して多角的な視点から探究する研究は、

「組織社会化」（organizational socialization）と呼ばれ、経営学の組織行動学や人的資源管理の分

野を中心に、1960 年代半ばから 40 年以上の研究蓄積がある（Ashford & Nurmohamed 2012）。 

 組織社会化の上位概念である「社会化」は、社会学や心理学や文化人類学などの学際的概念として

発達してきた。現在の社会化研究は、1）誰が（社会化の主体）、2）何を獲得するのか（社会的必要事

項）、3）それがどのような人間関係の中でなされるか（社会化の場）の三つの次元に交差することが

特徴である（大江 2010）。社会化は人生を通じてくり返していくものであるが、バーガーとルックマ

ン（1966）は、個人が幼年期に経験する最初の社会化を「第一次社会化」とし、それ以降のすべての

社会化を「第二次社会化」とする。組織社会化は、第二次社会化の一つといえるが、第二次社会化の

形成過程は、それに先行する第一次社会化の過程を前提とするため、一貫性を確立し維持しながら主

観的現実を作り変えるには、意味ある他者（significant others）との相互作用が必要不可欠である

と述べる。大庭・藤原（2008）では、定性的な調査の結果から、上司による意味形成支援が新人の組

織適応に影響を与えていることを明らかにしている。つまり、元留学生の組織社会化は、第二次社会

化の一つであり、社会化主体である元留学生が、日本企業の職場の上司をはじめとした意味ある他者
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との相互作用を通じて主観的現実を作り変えていくプロセスであるといえよう。 

 組織社会化の定義は多様であるが、Van Maanen and Schein（1979）の「個人が組織の役割を引き受

けるのに必要な社会的知識や技術を習得し、組織の成員となっていく過程」が最もよく引用される。

組織社会化は、1）個人の役割・職務の明確化、2）業務内容についての理解による生産性向上、3）業

務の適切な時間配分、4）自己効力・自信の獲得、5）成員性の獲得、6）離転職の防止、などに正の影

響が認められるため（Feldman 1981、Bauer & Green 1998、Ashford, Myers & Sluss 2011）、組織に

とって必要不可欠なものである。組織社会化研究のこれまでの知見は、留学生の日本企業への適応・

定着・成長について検討する際に参考になると思われるが、文化的あるいは人口統計的な人材の多様

性を考慮した組織社会化研究は今後取り組むべき課題として残っている（Ellis et al. 2015）。 

 

2-2. 組織社会化の成果 

組織社会化の成果は、直接的・一次的成果としての新人の「学習内容」と、職務満足や組織コミッ

トメントなどの間接的・二次的成果としての新人の「適応成果」に分けられる （小川・尾形 2011）。

Chao et al. （1994） は、組織社会化の一次的成果としての学習内容を測定する尺度の開発を行い、

6 次元の学習尺度を提示している。この尺度には標準日本語版（小川 2005）があり、日本国内の組織

社会化研究の定量調査で使われている。6 次元の学習内容とは、1）政治：組織内の公式・非公式な関

係や権力構造を学習する、2）歴史：組織の伝統・習慣などを学習する、3）人間関係：周囲に学ぶべ

き適切な他者を見つけ学習する、4）組織目標・価値観：公式・非公式、明文化されている・いないに

かかわらず、組織の目標と価値観を学習する、5）言語：職務遂行に必要な専門用語や、組織特有の隠

語や方言を学習する、6）職務熟達：より高いレベルの職務遂行につなげるために職務遂行上の課題を

学習する、の 6 つである。組織社会化の二次的成果としての「適応成果」が、どのような状態である

かについては研究者間での見解の一致が得られていないが、尾形（2011）は、「上手く組織に馴染み （組

織社会化の学習内容）、組織への愛着が高く（組織コミットメント）、当該組織内での長期的展望があ

り（キャリア展望）、現在の職務満足度が高い（職務満足度）状態」が良質な適応状態とする。つまり、

組織への適応を、組織社会化の一次的成果である「学習内容」に加え、組織コミットメント、キャリ

ア展望、職務満足の「適応成果」を統合した概念としてとらえている。以上のことから、組織社会化

の成果については、「学習内容」と「適応成果」の 2 段階に分けて検討する必要があると思われるが、

これらの点をふまえた留学生の就職後の適応について実証的に分析した研究は、管見の限り見あたら

ない。 

3. 研究目的 

 以上をふまえ、島田・中原（2014）では、元留学生社員の組織社会化のプロセスにおける意味ある

他者として、入社後最初に配属された職場の直属の上司との相互作用に注目し、日本人上司による支
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援内容が、元留学生社員の組織社会化の学習内容と成果にどのような影響を与えるのかを明らかにす

ることを研究の目的とした。 

 

4． 方法 

4-1. 調査データと分析対象 

 分析対象データは、東京大学中原淳研究室で実施した「元留学生外国人社員の定着と成長に関する

アンケート」調査の一環で、2011 年 9 月から 2012 年 1 月にかけてウェブアンケート調査の形式で実

施した調査データの一部である。本調査の実施において、筆者らは企業や大学関係者と信頼関係を個

別に築き、本調査の目的を十分に理解してもらった上で調査協力者を紹介してもらった。そして、紹

介された調査協力者に個別にメールで連絡し、元留学生で、日本で採用された社員であることなど、

本調査対象者としての属性に問題がないか確認後、84 社 132 名の調査協力者に対して ID とパスワー

ドを送付し回答を促した。最終的に、有効回答数は 102 名となった。したがって、本調査のデータは

有意抽出によって得られたものであり、また取得したデータは全て「個人の知覚データ」である。し

かし、2 節で述べたように、元留学生の組織社会化は、社会化主体である元留学生が、日本企業の職

場の意味ある他者との相互作用を通じて主観的現実を作り変えていくプロセスであるともいえること

から、「個人の知覚データ」から主観的現実をあぶり出すことは、妥当な方法であると考える。回答者

102 名の属性は、表 1 のとおりである。 

 

表 1 回答者の属性 

 

日本の大学・大学院を卒業・修了し、日本企業に就職した 2 年目から 8 年目までの元留学生社員（約

8 割は 2～4 年目）で、男性 62 名、女性 40 名、出身国は 14 カ国であった。出身国・地域の内訳は、

中国（60.8%）、韓国（9.8%）、台湾（6.9%）、マレーシア（5.9%）、ベトナム（3.9%）、インドネシア（2.9%）
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と続き、以上の 6 カ国で 9 割を占める。職種の内訳は、研究技術職（39.2%）、営業・購買・販売職（25.5%）、

企画・総務・広報関係事務職（14.7%）、人事・労務関係事務職（7.8）と続く。所属企業の属性は、製

造業（41.2%）、情報通信業（30.4%）、卸売・小売業（12.7%）と続く。従業員規模の内訳は、1 万人以

上（38.2%）、1000～3000 人未満（23.5%）、300 人未満（13.7%）、5000～1 万人未満（10.8%）、3000～

5000 人未満（7.8%）、300～1000 人未満（5.9%）であった。尚、アンケートは日本語のため、読解力の

目安を「幅広い話題の抽象的かつ論理的にやや複雑な文章の内容が理解できるレベル」とし、日本語

能力試験 N1（または旧 1 級）、あるいは CEFR（Common European Framework of Reference for Languages）

の B2 程度の読解力が必要であるとした。 

 

4-2. 分析に用いた概念と尺度構成 

(1) 日本人上司による支援  

 日本人上司による支援内容について、仕事面の支援と文化面の支援の二つに分けてたずねた。詳細

な尺度構成等については、島田・中原（2014）をご参照いただきたい。仕事面の支援については、中

原（2010）の他者支援尺度にもとづき、「業務支援」「精神支援」「内省支援」の合計 18 項目の質問項

目で、「とてもあてはまる」「ややあてはまる」「どちらともいえない」「あまりあてはまらない」「全く

あてはまらない」の 5 件法で回答を求めた（表 2）。 

表 2 日本人上司による仕事面の支援 

 

 文化面の支援については、相手文化について質問する「相手文化理解支援」、日本文化について説明

する「日本文化説明支援」、文化的なコンフリクトが起きた場合に元留学生社員に内省を促す「異文化

内省支援」、の 3 因子 18 項目から構成される新たな尺度を作成した（表 3）。因子分析の手順の詳細は、

島田・中原（2014）をご参照いただきたい。 

 元留学生社員の上司による支援に対する認識は、全体的な傾向として、仕事面の支援は高く、文化

平均値 標準偏差

上司は、あなたにはない専門知識・スキルを提供してくれた 4.04 1.062

上司は、あなたの仕事の相談にのってくれた 4.19 .952

上司は、あなたに仕事に必要な情報を提供してくれた 4.05 .969

上司は、あなたに仕事で必要な言葉や専門用語を教えてくれた 3.75 1.158

上司は、あなたに職場特有のルールやきまり事を教えてくれた 3.78 1.105

上司は、あなたの仕事上必要な他部門との調整をしてくれた 3.88 1.056

上司は、あなたが自分から積極的に働けるよう、仕事をまかせてくれた 4.10 1.039

上司は、あなたに仕事上のトラブルが起きたときに助けてくれた 4.19 .941

上司は、あなたの緊張を和らげてくれた 3.56 1.174

上司は、あなたを励ましてくれた 3.90 1.039

上司は、あなたのプライベートな相談にのってくれた 3.35 1.310

上司は、あなたに「仕事でミスをすることを恐れないように」と言ってくれた 3.45 1.191

上司は、あなたが楽しく仕事ができる雰囲気を与えてくれた 3.61 1.220

上司は、自分の海外業務経験について話してくれた 2.88 1.569

上司は、あなたの仕事のやり方や結果をほめてくれた 3.93 1.074

上司は、あなたの仕事のやり方や結果について客観的な意見を言ってくれた 3.90 1.020

上司は、あなたがあなたの仕事のやり方や結果を振り返る機会を与えてくれた 3.67 1.129

上司は、あなたの仕事のやり方や結果について、あなたにはない新しい視点を与えてくれた 3.83 1.006

業務支援

精神支援

内省支援
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面の支援は低いことがわかった。 

表 3 日本人上司による文化面の支援 

 

 

(2) 組織社会化の成果 

組織社会化の「学習内容」は、Chao et al.（1994）の標準日本語版（小川 2005）の尺度を参照し、

因子負荷の低いものと二重否定文など予備調査の際にわかりにくいと指摘された項目を削除し、政治

（4 項目）」「歴史（3 項目）」「人間関係（3 項目）」「組織目標・価値観（4 項目）」「言語（2 項目）」「職

務熟達（3 項目）」の合計 19 項目の質問項目で、「とてもあてはまる」「ややあてはまる」「どちらとも

いえない」「あまりあてはまらない」「全くあてはまらない」の 5 件法で回答を求めた（表 4）。 

組織社会化の二次的成果としての「適応成果」は、尾形（2011）に倣い「（情緒的）組織コミットメ

ント」「（当該組織内での長期的）キャリア展望」「職務満足」を統合した概念としてとらえた。「組織

コミットメント」は、鈴木（2002）の尺度にもとづき、「私は、この会社の社員であることを誇りに思

う」「私は、この会社に愛着を持っている」という情緒的コミットメントに関する 2 項目、「キャリア

展望」は、労働政策研究・研修機構 （2009）の質問項目を参考にして、「私は、この会社で働きつづ

けたい」という 1 項目、「職務満足」は、現在の職務に対する総合的な主観的評価として、労働政策研

究・研修機構 （2009）の質問項目を参考にして、「私は、この会社で働くことに満足している」とい

う 1 項目で、「とてもあてはまる」「ややあてはまる」「どちらともいえない」「あまりあてはまらない」

「全くあてはまらない」の 5 件法で回答を求めた。 

 

 

平均値 標準偏差 第1因子 第2因子 第3因子

上司は、あなたの国や民族のビジネスにおける時間感覚について質問してくれた 2.57 1.301 .946 .007 -.093

上司は、あなたの国や民族の対人関係について質問してくれた 2.84 1.398 .920 -.108 .085

上司は、あなたの国や民族の非言語行動の意味やルールについて質問してくれた 2.78 1.383 .905 -.047 .035

上司は、あなたの国や民族の雇用制度について質問してくれた 2.37 1.297 .847 .179 -.158

上司は、あなたの国や民族の仕事やキャリアに対する考え方について質問してくれた 2.70 1.384 .840 .028 .037

上司は、あなたの国や民族の文化的価値観や宗教的価値観について質問してくれた 2.95 1.431 .734 .082 .056

上司は、あなたの国や民族の法律や経済の仕組みについて質問してくれた 2.81 1.474 .622 .007 .189

上司は、日本人の非言語行動の意味やルールについて説明してくれた 2.62 1.169 -.012 .908 -.060

上司は、過去に流行した歌やアニメなど、多くの日本人が知っていて、あなたが知ら

ないことについて説明してくれた

2.68 1.422 -.027 .856 -.047

上司は、家族や職場での人付き合いなど、日本人の対人関係について説明してくれた 2.64 1.265 -.118 .844 .119

上司は、日本の文化的価値観や宗教的価値観について説明してくれた 2.55 1.248 .133 .708 .009

上司は、日本の法律や経済の仕組みについて説明してくれた 2.73 1.306 .204 .552 -.050

上司は、終身雇用や年功序列など、日本の雇用制度について説明してくれた 2.33 1.261 .099 .544 .091

上司は、日本人の仕事やキャリアに対する考え方について説明してくれた 2.75 1.303 .033 .518 .190

上司は、職場でコミュニケーション上の問題や対立が生じたとき、あなたの考えや気

持ちをわかりやすく言い換えたりまとめたりして確認してくれた

3.28 1.222 .001 -.065 .977

上司は、職場でコミュニケーション上の問題や対立が生じたとき、上司自身の気持ち

や意見を伝えてくれた

3.38 1.194 .030 -.035 .829

上司は、職場でコミュニケーション上の問題や対立が生じたとき、あなたがどのよう

に行動すべきだったか教えてくれた

3.25 1.158 -.036 .124 .691

上司は、職場でコミュニケーション上の問題や対立が生じたとき、あなたの考えや気

持ちを聞いてくれた

3.21 1.163 .060 .149 .688

因子間相関 第1因子 第2因子 第3因子

第1因子 ― .654 .586

第2因子 ― .635

第3因子 ―

相手文化
理解支援

日本文化
説明支援

異文化
内省支援
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表 4 組織社会化の「学習内容」 

 

 

4-3. 分析方法 

 上司による支援をどう認識しているかによって回答者のタイプ分けを行うために、「業務支援」「精

神支援」「内省支援」「相手文化理解支援」「日本文化説明支援」「異文化内省支援」の上司の支援に関

する各尺度の標準化した得点を用いて、クラスタ分析を行った。そして、タイプごとの特徴を整理し

たうえでグループに命名し、組織社会化の成果に関する変数の平均値の差を検討するために一要因の

分散分析を行い、続いてどのグループの間に差があるのかを検討するために、多重比較（Bonferroni

法、5％水準）を行った。分析の詳細は、島田・中原（2014）をご参照いただきたい。 

 

5．結果と考察 

5-1. 日本人上司による支援に対する認識の差によるタイプ分け 

 クラスタ分析の結果、4 つのクラスタに分かれた。第 1 クラスタは、仕事面の支援も文化面の支援

も平均値に近いため、「平均的支援群」と名付けた。第 2 クラスタは、仕事面の支援も文化面の支援も

平均値を下回り、第 1 クラスタと比較して、仕事面の支援における「精神支援」と文化面の支援が低

い点が特徴であるため、「低支援 精神・文化支援低群」と名付けた。第 3 クラスタは、仕事面の支援

も文化面の支援もともに高いため、「高支援群」と名付けた。第 4 クラスタは、仕事面の支援も文化面

の支援もともに著しく低いため、「支援無し群」と名付けた。 

 

5-2. 日本人上司による支援と組織社会化の成果との関係 

表 5 は、日本人上司による支援に対する認識の差による 4 つのグループと組織社会化の成果に関す

る変数の分散分析の結果をまとめたものである。日本人上司による支援と組織社会化の「学習内容」

平均値 標準偏差

私は、この会社の中で、ものごとが実際にどのように動いているのか知っている 3.94 .794

私は、この会社の中でいちばん影響力のある人が誰か知っている 4.16 .887

私は、この会社で働く人の行動の背景にある動機を、よく理解している 3.70 .931

私は、仕事を達成するためにこの会社の中で最も重要な人物は誰かわかる 4.03 .861

私は、会社の古くからの伝統について知っている 3.64 1.097

私は、自分の所属部署や一緒に仕事をしているグループの背景について、わかりやすく説明できる 4.15 .737

私は、この会社の歴史についてよく知っている 3.79 1.008

私は、一緒に仕事をしているグループの中で「仲間の一人」だと思われている 4.09 1.045

私は会社の中でけっこう人気がある 3.48 .992

私は、同僚のほとんどに好かれていると思っている 3.69 .901

会社の目標は、私の目標でもある 3.23 1.218

私は、この会社にうまくなじんでいると思っている 3.68 1.007

私は、会社の価値観を代表するような従業員のひとりである 3.89 .932

私は、会社が決めた目標を支持(しじ)している 3.87 .897

私は、自分の仕事で使われる言葉や専門用語の具体的な意味を理解している 4.20 .784

私は、自分の仕事で使われる略語など、省略形の言葉をほとんど理解している 4.13 .840

私は、効率的かつ成果を出せるように仕事をするにはどうすればよいか、身につけた 3.89 .953

私は、仕事上必要な課題をマスターしている 3.91 .857

私は、仕事上の義務をすべて理解している 4.02 .796

人間関係

組織目標・価値観

言語

職務熟達

政治

歴史
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との関係は、「組織目標・価値観」において、「高支援群」>「平均的支援群」、「高支援群」>「低支援 精

神・文化支援低群」、「歴史」「人間関係」においては、「高支援群」>「低支援 精神・文化支援低群」

という結果が得られた。上司による支援は、「組織目標・価値観」「人間関係」などの文化的社会化に

影響を与え、業務遂行に関する「言語」「職務熟達」などの技能的社会化には差が見られなかった。 

一方、日本人上司による支援と組織社会化の「適応成果」との関係は、「組織コミットメント」「キ

ャリア展望」「職務満足」の全ての変数において 0.1％水準で有意な群間差が見られた。「組織コミッ

トメント」において、「高支援群」>「平均的支援群」、「高支援群」>「低支援 精神・文化支援低群」、

「キャリア展望」「職務満足」においては、「高支援群」>「平均的支援群」、「高支援群」>「低支援 精

神・文化支援低群」、「高支援群」>「支援無し群」という結果が得られた。 

表 5 日本人上司による支援と組織社会化の成果の分散分析 

 

 以上のことから、上司による精神支援と文化面の支援が十分に得られない場合、組織社会化の技能

的社会化は果たせたとしても、組織の目標や価値観、人間関係の学習が進まず、文化的社会化を果た

せない状態となることが予想される。また、上司による支援が十分に得られない場合、業務を遂行す

る能力を身につけることができたとしても、組織への愛着が低く、当該組織内での長期的展望が持て

ず、職務満足度が低下し、良質な適応状態とはいえない状態になり、最終的に離職につながってしま

うことも予想される。これらの結果から、元留学生社員を部下に持つ日本人上司に対して、業務面に

おいては「精神支援」、文化面においては「相手文化理解支援」「日本文化説明支援」「異文化内省支援」

などの支援が重要であることを認識させるとともに、効果的な支援を行うための実践的なトレーニン

グを行うなど、組織的な取り組みの必要性が示唆される。 

 元留学生の大学卒業後の初期キャリアは、その後のキャリアや人生にも少なからず影響を与えるこ

とになるだろう。また、企業側の視点に立つと、1 節でも述べたとおり、日本語能力が高く日本の文

化・習慣に対する一定の理解がある元留学生であっても定着が難しいという状況は、世界的に高度人

材の獲得競争が激化する中、日本企業の競争優位性を多様な人材の活用によって実現する道のりは遠

いと言わざるをえないだろう。 

 

 

平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差

政治 3.919 0.624 3.882 0.572 4.292 0.643 3.600 1.126 2.391 .069

歴史 3.876 0.663 3.657 0.775 4.222 0.583 3.867 1.261 2.439 .070 c>b

人間関係 3.752 0.777 3.556 0.858 4.222 0.594 3.467 1.095 3.047 * .086 c>b

組織目標・価値観 3.640 0.691 3.368 0.696 4.361 0.589 3.550 1.328 7.845 *** .194 c>a, c>b

言語 4.047 0.793 4.194 0.624 4.528 0.499 3.600 1.140 3.036 * .086

職務熟達 3.853 0.843 3.926 0.700 4.204 0.398 3.867 1.169 0.956 .029

組織コミットメント 3.860 0.908 3.306 1.084 4.694 0.572 3.700 1.643 8.296 *** .203 c>a, c>b

キャリア展望 3.674 1.128 3.222 0.929 4.611 0.698 2.800 1.643 8.533 *** .208 c>a, c>b, c>d

職務満足 3.651 0.973 3.056 0.984 4.667 0.594 2.600 1.673 13.002 *** .285 c>a, c>b, c>d

組織社会化の

適応成果

*p <.05,  **p <.01, ***p <.001；　自由度はいずれも (3, 98)； Bonferroni法による多重比較　p <.05

平均的支援群　a

 (n=43)

低支援　精神・文化支援低群 b

(n=36)

高支援群 c

(n=18)

支援無し群 d

(n=5) F 値 η
2 多重比較

組織社会化の

学習内容
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おわりに 

 本稿では、上司による支援のタイプを四つのグループに分け元留学生の組織適応の状態を比較した。

筆者の後続の研究では、「どのような個人が日本人上司による支援を得やすく、組織社会化を果たすの

か」といった元留学生社員本人の個人要因や、組織社会化の全体的なメカニズムについて探究した（島

田・中原 201X）。これらの論考については、別稿に譲ることとしたい。将来の研究課題としては、就

職後の適応のみならず、就職前の予期的社会化の就職後の適応への影響なども、検討する必要がある

だろう。 
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